
改正雇用保険法が施行されることに伴い、以下の内容に変わります。
○ 就業促進定着手当の支給率の上限が変わります。P24.25

令和７年４月１日以降に就職した方については、支給率の上限が２０％になります。

○ 「特定一般教育訓練」及び「専門実践教育訓練」の給付率（最高限度）が引き上げられました。
令和６年１０月１日以降に、教育訓練の受講を開始した場合には、

「特定一般教育訓練」及び「専門実践教育訓練」の給付率が引き上げ
られました。詳しくはハローワーク職員までお問い合わせいただくか、
または、鹿児島労働局のＨＰ（教育訓練給付金を拡充します）に掲載し
ていますので、ご確認ください。

○ 給付制限期間が原則１か月※になります。
また、令和７年４月以降に教育訓練等を受けた（受けている）場合、給付制限が解除されます。
（給付制限解除の要件等は①から③をご確認ください。）
※ 正当な理由がなく自己の都合で離職された方の給付制限期間は、離職日が令和７年４月１日以降である場合は
原則１か月、同年３月31日以前である場合は原則２か月となります。
ただし、離職日からさかのぼって５年間のうちに２回以上正当な理由なく自己都合離職し受給 資格決定を受

けた場合または自己の責任による重大な理由により解雇された場合の給付制限期間 は、３か月となります。

「雇用保険の失業等給付受給資格者のしおり」の変更について

① 給付制限解除の要件

令和７年４月以降に教育訓練等を受けた（受けている）場合、給付制限が解除され、基本手当を受給
できます。次のいずれかの教育訓練等（令和７年４月１日以降に受講を開始したものに限ります）を離
職前１年以内に受けた方（途中退校は該当しません）または離職日以後に受けている方が対象です。

○ 教育訓練給付金の対象となる教育訓練
○ 公共職業訓練等
○ 短期訓練受講費の対象となる教育訓練
○ 上記に準ずるものとして職業安定局長が定める訓練
※ 自己の責任による重大な理由により解雇（重責解雇）された場合は、対象外です。

たとえば

こちら

1

○ 就業手当が廃止されます。
令和７年４月１日以降は就業手当が廃止されます。



② 教育訓練等を受けた（受けている）場合の申し出について

受講開始以降、受給資格決定日や受給資格決定後の初回認定日（初回認定日以降に受講を開始し
た場合は、その受講開始日の直後の認定日）までに申し出る必要があります。

【再就職手当の留意点】
給付制限の解除を受けた方も、「２２ 再就職手当について」の支給要件「④待期満了後１か月間につい

ては、ハローワーク等または許可・届け出のある職業紹介事業者等の紹介により就職したもの」の要件を満
たす必要があります。 2

③ 申し出の際の必要書類

ご注意ください


